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）

関連事業 私立保育園運営事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

■市立保育所の保育実施状況

■保育の実施　市立7保育所　延べ入所児童数2,455人（市内児童2,269人、管外受託児童186人）
　〇保育に要する費用　44,380,982円（給食材料費、消耗品費、備品購入費、光熱水費、燃料費など）
　〇人件費（会計年度任用職員分除く）　1,064,000円（嘱託医の報酬）
　〇施設維持に要する費用　17,058,246円（各種設備点検費用、修繕料、樹木伐採費用）
　〇その他の費用　　 　　7,676,183円（保育士の研修旅費、土地借上料など）
　〇児童保育管外委託料　　796,330円（公立　君津市・南房総市　延べ15人）

貸付先

委託先・指定管理者
電算業務委託：（株）ディ・エス・ケイ、（株）アドムなど
各種設備保守点検等委託：綜合警備保障（株）など

直接補助 間接補助 補助先

目　　的
　保育に欠ける児童を、保護者からの申込みに基づき保育所（園）において保育し、入所児童
の健全な発達を図り、もって、児童福祉の向上を図る。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 市立保育所入所児童（令和5年3月）
対象者数(全住民に対する割合)

201 人（ 0.5 ％

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託 ○ 指定管理

実施主体

貸付

事業開始年度 昭和26年

根拠法令等 児童福祉法、子ども・子育て支援法、富津市保育の利用に関する規則

実施の背景

　昭和23年児童福祉法の施行に伴い、保護者の労働や病気などで日中、家庭に世話をする者がいない、い
わゆる「保育に欠ける」児童を入所措置する施設として位置付けられ、保護者の申込があったときは、保
育所において保育しなければならない（第24条第1項）と定められ、保育の実施を市町村の責務をしてい
る。本市においては、昭和26年8月認可の金谷保育所の開設から始まったものである。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 渡辺　志乃

保育所費

事 業 名 市立保育所運営事業 担当課 保育課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 保育係

科　　目 款 3 民生費 項 2 児童福祉費 目 4

事業番号 18 45 0 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

単年度用
R4決算用

市内児童 受託児童 計

飯野保育所 100 1,003 51 1,054 87.8%

吉野保育所 50 348 36 384 64.0%

佐貫保育所 40 124 41 165 34.4%

中央保育所 80 286 24 310 32.3%

竹岡保育所 40 142 27 169 35.2%

金谷保育所 40 137 7 144 30.0%

峰上保育所 60 229 0 229 31.8%

小　計 410 2,269 186 2,455 49.9%

管外委託 15 15 796,330

合　計 410 2,284 186 2,470 70,975,741

70,179,411

施設名 定員
児童数（延べ人数） 定　員

充足率
（年平均）

運営費
（円）
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保育所費

事 業 名 市立保育所運営事業 担当課 保育課

科　　目 款 3 民生費 項 2 児童福祉費 目 4

事業番号 18 45 0 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

単年度用
R4決算用

事業の自己評価

　保育に係る質の向上、サービスの拡充を図るためには、保育士の適正な配置と資質の向上が必要であ
る。このことから、処遇改善策を検討するとともに、保育士の確保と、適正配置を行っていく。また、資
質の向上を図るため、圏内外の研修への参加を積極的に進めていく。
　この他、多様な保育サービスについて、年々需要が高まっていることから、実施に向けた方策を順次検
討していく。

比較参考値

その他
特記すべき事項

　就学前児童数の減少に伴い、利用児童数の減少が見込まれることから、平成27年度から全ての市立保育
所において10人から20人の定員を減少させ、適正な定員とした。
　令和元年10月から3歳以上又は2歳以下の住民税非課税世帯の保育料無償化実施に伴い、給食費の自園徴
収を開始した。
　令和4年3月に「富津市立保育所再配置計画」を策定した。

事
業
成
果

成果目標
　保護者の申込により支給認定を受けた全ての児童の保育を目的としているため、待機児童数
を成果目標とする。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位

単位当たりコスト 総事業費 ／ 延べ児童数（市内・市外） 千円 201

事
業
実
績 186 171 211

令和２年度

待機児童数 人 0 0 0

190 164

令和４年度 令和３年度

令和３年度 令和２年度

年間延べ児童数【市内児童】 人 2,269 2,255 2,470

一般財源 49,758 48,755 40,586 18,111

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和４年度

年間延べ児童数【市内児童：管外委託】 人 15 23 36

年間延べ児童数【市外受託児童】 人

財
　
源

合　計 66,720 70,976 55,671 64,063

国県支出金
3,343 12,352 250

その他特財
13,619 9,869 14,835 42,496

その他特財の内容 （R4)公共施設等マネジメント基金繰入金、保育所入所児童保護者負担金ほか

3,456

国県支出金の内容 （R4国）新型コロナ臨時交付金、（R4県）保育対策総合支援事業費補助金ほか

地方債

44.05 人

108,192 58.99 人 127,939

総事業費 491,526 496,187 464,896 445,247

その他 5,712 その他 3,869

253,245

臨時職員等 49.50 人 93,621 47.50 人 89,838 56.49 人

335,373 39.05 人 301,033 34.00 人正職員 43.50 人 331,185

役務費 2,263

95.54 人 409,225 92.99 人 381,184

その他 10,277

64,063

内　訳

需用費 44,095 需用費 50,189 需用費 41,097 需用費 41,664

委託料 5,216 委託料 7,055

備品購入費 4,036 備品購入費 5,347
使用料及び

賃借料
3,089

使用料及び
賃借料

2,804

使用料及び
賃借料

3,091

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 66,720 70,976 55,671

委託料 11,207 委託料 6,570

使用料及び
賃借料

3,158 役務費 2,400

人
件
費

合　計 93.00 人 424,806 91.55 人 425,211

その他 4,291

[ 単位：千円 ] 令和５年度（予算） 令和４年度（決算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算）
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）

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●工事請負費　13,750,000円
　飯野保育所雨樋改修工事　7,370,000円
　　仮設工事　　　　　　一式
　　雨樋改修工事
　　　水切り金物新設　　51m
　　　既設雨樋撤去　　　51m
　　　雨樋新設　　　　　6箇所
　　土工事　　　　　　　一式
　　排水設備改修工事
　　　Ｕ字溝新設　　　　45m
　　　既設汚水桝改修　　7箇所
　　　既設集水桝改造　　6箇所
　　その他附帯工事　　　一式
　保育所トイレ改修工事　6,380,000円
　　飯野保育所（園児用4据）　　　           　　　　 1,287,000円
　　佐貫保育所（園児用3据・調理員用1据）           　1,298,000円
　　竹岡保育所（園児用3据・調理員用1据）　           1,265,000円
　　金谷保育所（園児用2据・職員用1据・調理員用1据）　1,232,000円
　　峰上保育所（園児用1据・職員用1据・調理員用1据）　1,298,000円
●備品購入費　566,951円
　防犯カメラ（7保育所×2台）　 357,280円
　テレビドアホン（7保育所）　　154,000円
　ワイヤレスチャイム（7保育所） 55,671円

貸付先

委託先・指定管理者

直接補助 間接補助 補助先

目　　的 保育所における事故防止及び保育環境の改善並びに感染防止及び安全対策を図る。

事
　
業
　
概
　
要

対　象
市立保育所入所児童及びその保護者等
市立保育所職員

対象者数(全住民に対する割合)

－ 人（ － ％

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託 指定管理

実施主体

貸付

事業開始年度

根拠法令等 富津市立保育所の設置及び管理に関する条例

実施の背景

　飯野保育所の雨樋が経年劣化等から取付金具等が腐食し、落下の恐れがあることから、事故
防止と保育環境の改善を図るため、改修が必要となった。また、市立保育所における感染症拡
大防止対策として、トイレ便器の洋式化のほか、コロナ禍における感染防止及び安全対策を併
存させるため。防犯カメラ、テレビドアホン等の設置が必要となった。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 田内　友臣

保育所費

事 業 名 市立保育所施設整備事業 担当課 保育課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 施設管理係

科　　目 款 3 民生費 項 2 児童福祉費 目 4

事業番号 18 47 5 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

単年度用
R4決算用
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保育所費

事 業 名 市立保育所施設整備事業 担当課 保育課

科　　目 款 3 民生費 項 2 児童福祉費 目 4

事業番号 18 47 5 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

単年度用
R4決算用

事業の自己評価
　公立保育所における事故防止及び保育環境の改善並びに感染症拡大防止及び安全対策の強化
が図られた。

比較参考値

その他
特記すべき事項

事
業
成
果

成果目標
　雨樋の改修により事故防止及び保育環境の改善を図る。また、トイレ便器の洋式化及び防犯
カメラ等の設置により感染症拡大防止及び安全対策を図る。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位

単位当たりコスト 総事業費 ／ トイレ便器の洋式化数 千円 814

事
業
実
績 28

令和２年度令和４年度 令和３年度

63,500

令和３年度 令和２年度

市立保育所の雨樋改修 園 1

一般財源 65 5,871 1,234 9,600

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和４年度

市立保育所のトイレ便器の洋式化 据 19

防犯カメラ・テレビドアホン・ワイヤレスチャイ
ムの設置

台

財
　
源

合　計 5,165 14,317 5,121 73,100

国県支出金
6,946 3,887

その他特財
1,000 1,500

その他特財の内容 (R4・R5)公共施設等マネジメント基金繰入金

国県支出金の内容 (R4国)新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

地方債 4,100

0.15 人

0 人 0

総事業費 7,068 15,459 7,048 76,824

3,724

臨時職員等 人 0 人 0 人

1,142 0.25 人 1,927 0.50 人正職員 0.25 人 1,903

0.25 人 1,927 0.50 人 3,724

73,100

内　訳

工事請負費 5,165 工事請負費 13,750 備品購入費 4,787 工事請負費 60,500

需用費 334 委託料 12,600

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 5,165 14,317 5,121

備品購入費 567

人
件
費

合　計 0.25 人 1,903 0.15 人 1,142

[ 単位：千円 ] 令和５年度（予算） 令和４年度（決算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算）
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）

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●青堀保育園園舎等取得費　33,452,956円
　1　名称　　　　　　青堀保育園園舎等
  2　所在地　　　　　富津市青木二丁目14番地6
　3　財産の種類　　　建物及び構築物一式
　4　数量等

　
　5　契約の方法　　　随意契約
　6　取得金額　　　　33,452,956円
　7　契約の相手方　　流山市おおたかの森四丁目99番地の4
　　　　　　　　　　 社会福祉法人高砂福祉会
　　　　　　　　　　 理事長　篠塚　弘子

貸付先

委託先・指定管理者

直接補助 間接補助 補助先

目　　的
　社会福祉法人高砂福祉会から園舎等を令和5年3月に取得し、同年4月から次期運営事業者に貸
し付ける。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 青堀保育園運営法人
対象者数(全住民に対する割合)

1 法人（ － ％

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託 指定管理

実施主体

貸付

事業開始年度 令和3年度

根拠法令等

実施の背景
　青堀保育園は、平成18年4月に市が社会福祉法人高砂福祉会に園舎等を譲与し、運営を移管し
たが、児童数の減少及び保育士の確保が困難な状況であることから、同法人が令和5年3月を
もって運営から撤退することとなった。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 田内　友臣

保育所費

事 業 名 青堀保育園園舎等取得事業 担当課 保育課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 施設管理係

科　　目 款 3 民生費 項 2 児童福祉費 目 4

事業番号 18 49 5 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

単年度用
R4決算用

建物

保育所
鉄筋コンクリート造スレートぶき2階建て
延床面積　1,353.81㎡

倉庫
鉄筋コンクリート造陸屋根平屋建て
延床面積　32.00㎡

構築物
駐車場舗装、大型遊具、樹木植栽、シイノ木、門扉、大通側門扉、
裏口側門扉、駐車場（砕石）及び2階トイレフェンス
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保育所費

事 業 名 青堀保育園園舎等取得事業 担当課 保育課

科　　目 款 3 民生費 項 2 児童福祉費 目 4

事業番号 18 49 5 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

単年度用
R4決算用

事業の自己評価
　青堀保育園の運営を社会福祉法人高砂福祉会から次期運営事業者へ円滑に移管することがで
き、引き続き、安定した保育サービスが提供できている。

比較参考値

その他
特記すべき事項

事
業
成
果

成果目標
　在園児や保護者が安心して卒業までの日々を過ごせるよう、青堀保育園の運営を社会福祉法
人高砂福祉会から次期運営事業者へ円滑に移管し、引き続き、保育サービスを提供していく。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位

単位当たりコスト 総事業費 ／

事
業
実
績

令和２年度令和４年度 令和３年度

令和３年度 令和２年度

一般財源 0 33,453 0 0

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和４年度

財
　
源

合　計 0 33,453 0 0

国県支出金

その他特財
その他特財の内容

国県支出金の内容

地方債

0.45 人

0 人 0

総事業費 0 36,879 0 0

0

臨時職員等 人 0 人 0 人

3,426 人 0 人正職員 人 0

0.00 人 0 0.00 人 0

0

内　訳

公有財産購
入費

33,453

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 0 33,453 0

人
件
費

合　計 0.00 人 0 0.45 人 3,426

[ 単位：千円 ] 令和５年度（予算） 令和４年度（決算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算）
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）

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●委託料　    651,102円
　児童遊園地等草刈業務委託　　　　　　292,952円
　大貫海浜児童遊園地草刈業務委託　　　218,460円
　大貫海浜児童遊園地清掃業務委託　　　 73,690円
　青堀児童遊園地サクラ剪定業務委託　 　66,000円
　※一部委託については、障がい者優先調達推進法による障がい者支援施設へ発注
●土地借上料　470,113円
　青堀児童遊園地　　　323,629円
　佐貫子どもの遊び場　146,484円
●手数料　　 366,782円
　トイレ汲取り手数料　166,792円（大貫海浜児童遊園地、飯野児童遊園地）
　公園等管理手数料　  199,990円（富津児童遊園地ほか8か所）
　※地元区等へ除草及び遊具、樹木の確認をお願いしている。
●修繕料　　  283,000円
　富津児童遊園地、富津陣屋子どもの遊び場等の遊具修繕
●光熱水費　　 34,760円
　大貫海浜児童遊園地、岩瀬児童遊園地の水道料金
●備品　　　　 20,878円
●消耗品費　　 17,466円
●燃料費　　　  　820円

貸付先

委託先・指定管理者 合資会社もてぎ（業務実施事業所　和楽）、（株）ハヤシ造園土木ほか

直接補助 間接補助 補助先

目　　的
　児童に健全な遊び場を与えて、その健康を増進し、または情操を豊かにすることを目的とす
る。（児童福祉法第40条）

事
　
業
　
概
　
要

対　象
利用対象：概ね小学校就学前の児童
施設対象：児童遊園地、子どもの遊び場

対象者数(全住民に対する割合)

990 人（ 2.5 ％

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託 ○ 指定管理

実施主体

貸付

事業開始年度 昭和46年度

根拠法令等 児童福祉法、富津市児童遊園地設置条例

実施の背景

　児童福祉法に規定する「児童厚生施設」として、児童に健全な遊びを与え、その健康を増進し、又は情
操を豊かにすることを目的として設置したものである。児童遊園地は、設備基準として「遊具」「便所」
「水飲み場」が要件となっている。
　現在、市内に児童遊園地は5か所あり、その他設置要件の該当とならない子どもの遊び場が20か所ある。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

基本的な
施策の方向 ① くらしやすい環境を整える 施策番号 2 作成責任者 田内　友臣

児童福祉施設費

事 業 名 児童遊園地管理運営事業 担当課 保育課

総合戦略施策名
基本目標 ＿３くらしやすく移住しやすい環境づくり 担当係 施設管理係

科　　目 款 3 民生費 項 2 児童福祉費 目 6

事業番号 18 55 5 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

単年度用
R4決算用



- - -

児童福祉施設費

事 業 名 児童遊園地管理運営事業 担当課 保育課

科　　目 款 3 民生費 項 2 児童福祉費 目 6

事業番号 18 55 5 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

単年度用
R4決算用

事業の自己評価

　現在、児童遊園地及び子どもの遊び場を合わせて25箇所設置しているが、遊具がない箇所も
あり、児童遊園地や子どもの遊び場としての機能が発揮できていない状況にある。
　今後、現在の利用状況等を整理し、ワークショップの開催等により、市民とともに児童遊園
地等の活用方法について検討し、子どもだけではなく、地域住民からも利用される場としての
整備を検討していく必要がある。

比較参考値

その他
特記すべき事項

　平成27年度から一部の児童遊園地及び子どもの遊び場について、障害者優先調達推進法によ
り、障害者支援施設へ除草やトイレ掃除の委託を実施した。

事
業
成
果

成果目標
「安全に遊べる公園が少ない」とのニーズ調査結果を踏まえ、安心して子育てできる環境を整
備するため、児童遊園地及び子どもの遊び場について「利用したことがある人」の割合を成果
目標とする。（平成30年度ニーズ調査を実施）

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位

単位当たりコスト 総事業費 ／ 維持管理実施個所数 千円 162

事
業
実
績

令和３年度

令和２年度

児童遊園地や子どもの遊び場の利用（これまでに利用
したことがある）※令和5年度目標値 80％

％ - - -

241 767

令和４年度 令和３年度

令和２年度

維持管理実施個所数 箇所 22 22 20

一般財源 1,886 1,845 2,553 1,373

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和４年度

12,248

国県支出金の内容 (R2国)新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

地方債

15,334

人 189 0.11 人 211

人
件
費

財
　
源

合　計 1,886 1,845 2,553 13,621

国県支出金

その他特財
その他特財の内容

0.23 人 1,713

臨時職員等 0.30 人 567 0.10 人 0

その他 306

人 1,713

正職員 0.75 人 5,710 0.20 人 1,523 0.33

人 1,712 0.44 人 2,755 0.23合　計 1.05 人 6,277 0.30

人

使用料及び
賃借料

471
使用料及び

賃借料
470 委託料 504 委託料 498

13,621

内　訳

委託料 588 委託料 651 工事請負費 913 工事請負費 11,985

使用料及び
賃借料

470
使用料及び

賃借料
470

役務費 374 需用費 336 需用費 366 役務費 362

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 1,886 1,845 2,553

需用費 453 役務費 367

備品購入費 21 役務費 300

2,544

総事業費 8,163 3,557 5,308

[ 単位：千円 ] 令和５年度（予算） 令和４年度（決算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算）
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）

関連事業 市立保育所運営事業、私立認定こども園運営事業、保育士処遇改善事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●児童保育委託料　　　　346,837,100円
●児童保育管外委託料　　　3,187,110円
●市内私立保育園の保育実施状況

●保育園運営費補助金　485,171円
　行事補助（運動会、発表会等）　対象児童数　延べ632人
　　　富津保育園　　81,900円　　大貫保育園　  23,100円　和光保育園　　54,600円
　　  青堀保育園  　17,670円  　みなと幼稚園　37,301円
　看護士加算（看護士配置による加算）　大貫保育園 　270,600円
●第3子給食費補助金　 　2,578,500円
●保育対策総合支援事業費補助金　3,010,000円
　　富津保育園（感染症対策のための改修整備）436,000円　（保育環境向上）1,029,000円
　　和光保育園（感染症対策のための改修整備）516,000円　（保育環境向上）1,029,000円
●私立保育園給食費補助金　181,980円
●保育料返還金（過年度分）新型コロナにより家庭保育した場合の保育料減免分の還付　1,751,070円
●保育対策総合支援事業費補助金（繰越明許費）500,000円×3園（みなと、明澄、大佐和）1,500,000円
●空調設備等整備事業補助金（繰越明許費）換気機能付きエアコン　4,161,500円
　みなと幼稚園1,750,100円　明澄幼稚園2,000,000円　大佐和幼稚園　411,400円

貸付先

委託先・指定管理者 私立保育園

直接補助 ○ 間接補助 補助先 市内私立保育園

目　　的
　保育に欠ける児童を、保護者からの申込みに基づき保育所（園）において保育し、入所児童
の健全な発達を図り、もって、児童福祉の向上を図る。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 私立保育園入園児童（令和5年3月）
対象者数(全住民に対する割合)

323 人（ 0.8 ％

実施方法

直接実施 業務委託 ○ 一部委託 指定管理

実施主体 市内私立保育園

貸付

事業開始年度 昭和23年

根拠法令等 児童福祉法、子ども・子育て支援法、富津市保育の利用に関する規則

実施の背景

　昭和23年児童福祉法の施行に伴い、保護者の労働や病気などで日中、家庭に世話をする者がいない、いわゆる
「保育に欠ける」児童を入所措置する施設として位置付けられ、保護者の申込があったときは、保育所において保
育しなければならない（第24条第1項）と定められ、保育の実施を市町村の責務をしている。本市における私立保育
園は昭和23年12月認可の岩瀬保育園（現大貫保育園）の開設から始まったものである。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 渡辺　志乃

子ども・子育て支援費

事 業 名 私立保育園運営事業 担当課 保育課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 保育係

科　　目 款 3 民生費 項 2 児童福祉費 目 5

事業番号 18 70 5 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

単年度用
R4決算用

市内児童 受託児童 計
富津保育園 140 1,431 150 1,581 94.1%

大貫保育園 60 391 174 565 78.5%

和光保育園 90 937 171 1,108 102.6%

青堀保育園 90 923 31 954 88.3%

小　計 380 3,682 526 4,208 92.3%

管外委託 33 33 3,187,110

合　計 380 3,715 526 4,241 350,024,210

346,837,100

施設名 定員
児童数（延べ人数） 定　員

充足率
委託料
（円）
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子ども・子育て支援費

事 業 名 私立保育園運営事業 担当課 保育課

科　　目 款 3 民生費 項 2 児童福祉費 目 5

事業番号 18 70 5 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

単年度用
R4決算用

事業の自己評価

　本市においては、少子化が進み、年々就学前児童数は減少しているが、私立保育園については延長保育
や休日保育などの特別保育への取組や通園バスの運行があり、人口集中地域に立地していることなどか
ら、管外からの受託も多く、定員に対する入所率が100％を超えている園もある。
 しかしながら、市内児童のみでは、定員に達しない状況もあり、私立保育園の運営を考慮した場合、管外
からの受託もやむを得ない反面、年度途中に入所を希望する市内児童へ影響がないよう注意する必要があ
る。

比較参考値

その他
特記すべき事項

　平成27年度からすべての市立保育所において10から20人の定員を減少させ、適正な定員とした。
　平成27年度からの新制度施行に伴い、「私立保育園運営費」、「休日保育事業」、「保育士等処遇改善臨時特例事業」及び「認定
こども園事業費」の各補助金は国、県、市の負担による運営費として支給するため、廃止。また、「病後児保育事業」、「延長保育
促進事業」の各補助金は同年度から「子ども・子育て支援事業」に移行した。
　令和元年10月から3歳以上又は2歳以下の住民税非課税世帯の保育料無償化実施に伴い、給食費の自園徴収を開始した。
　また、新型コロナウイルス感染症の影響で家庭保育をした場合の保育料を減免した。

事
業
成
果

成果目標
　保護者の申込により支給認定を受けた児童全ての保育を目的としているため、待機児童数を
成果目標とする。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位

単位当たりコスト 総事業費 ／ 延べ児童数【市内全児童】 千円 100

事
業
実
績 526 610 646

令和２年度

待機児童数 人 0 0 0

96 104

令和４年度 令和３年度

令和３年度 令和２年度

年間延べ児童数【市内児童】 人 3,682 3,983 4,251

一般財源 87,701 58,627 220,433 184,050

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和４年度

年間延べ児童数【市内児童：管外委託】 人 33 33 36

年間延べ児童数【市外受託児童】 人

財
　
源

合　計 353,472 363,692 377,119 436,198

国県支出金
237,465 305,065 156,686

その他特財
28,306

その他特財の内容 保育所入所児童保護者負担金

252,148

国県支出金の内容
（R4国)子どものための教育・保育給付交付金【3歳以上1/2・3歳未満58.16/100】
（R4県)子どものための教育・保育給付費負担金【3歳以上1/4・3歳未満20.92/100】

地方債

0.85 人

0 0.40 人 868

総事業費 362,608 370,163 387,526 443,770

6,704

臨時職員等 人 0 人 0 人

6,471 1.35 人 10,407 0.90 人正職員 1.20 人 9,136

1.35 人 10,407 1.30 人 7,572

436,198

内　訳

委託料 342,379 委託料 350,024 委託料 371,541 委託料 382,405
負担金補助
及び交付金

5,251
償還金利子
及び割引料

49,042

償還金利子
及び割引料

1,751
償還金利子
及び割引料

327
負担金補助
及び交付金

4,751コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 353,472 363,692 377,119

負担金補助
及び交付金

11,093
負担金補助
及び交付金

11,917

人
件
費

合　計 1.20 人 9,136 0.85 人 6,471

[ 単位：千円 ] 令和５年度（予算） 令和４年度（決算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算）
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）

関連事業 保育士処遇改善事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●保育士配置改善事業補助金　18,124,376円

　1　基本分　保育士定数を超えて保育士を配置した場合　＜県補助率1/2＞
　　 基準　　168,900円×16.3月＝2,753,070円×（補助対象月/12月）
　　　 富津保育園　2,753,070円　×　12/12月　＝　2,753,070円
　　　 大貫保育園　2,753,070円　×　 7/12月　＝　1,605,957円
　　　 和光保育園　2,753,070円　×　12/12月　＝　2,753,070円　　計　7,112,097円

　2　1歳児配置加算　基本分に加えて保育士を配置し、かつ1歳児5人に対し保育士1人を配置した場合　＜県補助率1/2＞
　　 基準　168,900円×16.3月＝2,753,070円×（補助対象月/12月）
　　　 富津保育園　2,753,070円　×　11/12月　＝　2,523,647円
　　　 和光保育園　2,753,070円　×　 9/12月　＝　2,064,802円　　 計　4,588,449円

　3　特定乳幼児受入分　上記1及び2に加え、さらに保育士を配置し、生後3か月未満の乳児や障害を有する児童を受け入れ
た場合　＜県補助率1/3＞
　　 基準　168,900円×16.3月＝2,753,070円×（補助対象月/12月）
　　　 大貫保育園　2,753,070円　×　 4/12月　＝　  917,690円
　　　 和光保育園　2,753,070円　×　12/12月　＝　2,753,070円　　 計　3,670,760円

　4　特定乳幼児受入体制分　保育士を配置し、受入れ体制を整備したものの、入所児童がいなかったために上記3の対象と
ならなかった場合　＜市単独補助＞
　 　基準　168,900円×16.3月＝2,753,070円×（補助対象月/12月）
　　　 富津保育園　2,753,070円　×　12/12月　＝　2,753,070円　　 計　2,753,070円

　計　 富津保育園　8,029,787円
　　　 大貫保育園　2,523,647円
　　　 和光保育園　7,570,942円　　合計　18,124,376円

貸付先

委託先・指定管理者

直接補助 ○ 間接補助 補助先 市内私立保育園

目　　的
　保育士の配置基準を超えて保育士を配置している市内の私立保育園に対して、補助金を助成
し、配置基準以上の保育士数を維持することにより、入所児童及び保育士の処遇を改善し、保
育の充実を図ることを目的とする。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 市内私立保育園
対象者数(全住民に対する割合)

4 園（ - ％

実施方法

直接実施 業務委託 一部委託 指定管理

実施主体 市内私立保育園

貸付

事業開始年度 昭和58年以前

根拠法令等 富津市特定教育・保育施設運営事業補助金交付要綱

実施の背景

　千葉県独自の補助事業である「保育士配置改善事業」に基づき、国の保育士配置基準に定め
る保育士定数を超えて保育士を配置する私立保育園に対して補助を開始した。
　平成25年度から、受け入れ体制を整えたものの、受け入れ実績がなく県補助対象外となった
場合の受け入れ体制分として市単独補助を創設した。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 渡辺　志乃

子ども・子育て支援費

事 業 名 私立保育園運営事業（保育士配置改善事業補助金） 担当課 保育課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 保育係

科　　目 款 3 民生費 項 2 児童福祉費 目 5

事業番号 18 70 10 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

単年度用
R4決算用
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子ども・子育て支援費

事 業 名 私立保育園運営事業（保育士配置改善事業補助金） 担当課 保育課

科　　目 款 3 民生費 項 2 児童福祉費 目 5

事業番号 18 70 10 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

単年度用
R4決算用

事業の自己評価

　特定乳幼児受入分については、県補助対象の要件は、対象児童受け入れの実績が必須であ
り、受け入れ態勢を整備していても対象児童の入園がなければ補助対象外となる。その対象外
部分を市単独補助対象とし、今後も県補助事業を活用しつつ、保育士配置の拡充を図り、入所
児童及び保育士の処遇を改善することで、よりよい保育に結び付けていく必要がある。

比較参考値

その他
特記すべき事項

　平成28年度に補助要件の変更があり、1歳児配置加算が追加された。

事
業
成
果

成果目標
　入所児童の処遇及び保育士の労働条件を改善することで、より良い環境の保育を実施するこ
とが可能となり、魅力的な保育園となることから、保育園への入所率を成果目標とする。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位

単位当たりコスト 総事業費 ／ 実補助対象保育士等数 千円 310

事
業
実
績

令和２年度

私立保育園定員充足率（年平均） ％ 92.3 98.1 97.2

290 312

令和４年度 令和３年度

令和３年度 令和２年度

実施施設数 園 3 3 4

一般財源 16,060 11,051 8,658 12,566

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和４年度

延べ配置保育士数 人 61 57 71

財
　
源

合　計 27,531 18,124 15,061 21,471

国県支出金
11,471 7,073 6,403

その他特財
その他特財の内容

8,905

国県支出金の内容 （R4県)保育士配置改善事業補助金【基本分・1歳児加算1/2　特定分1/3】

地方債

0.10 人

0 人 0

総事業費 29,054 18,885 16,526 22,141

670

臨時職員等 人 0 人 0 人

761 0.19 人 1,465 0.09 人正職員 0.20 人 1,523

0.19 人 1,465 0.09 人 670

21,471

内　訳

負担金補助
及び交付金

27,531
負担金補助
及び交付金

18,124
負担金補助
及び交付金

15,061
負担金補助
及び交付金

21,471

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 27,531 18,124 15,061

人
件
費

合　計 0.20 人 1,523 0.10 人 761

[ 単位：千円 ] 令和５年度（予算） 令和４年度（決算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算）
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）

5

事業番号 18 70 10 2 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 渡辺　志乃

子ども・子育て支援費

事 業 名 私立保育園運営事業（保育士処遇改善事業補助金） 担当課 保育課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 保育係

科　　目 款 3 民生費 項 2 児童福祉費 目

事業開始年度 平成29年度

根拠法令等 富津市特定教育・保育施設運営事業補助金交付要綱

実施の背景
　近年の急激な保育需要の増加により、全国的に保育士不足となっている状況の中、本市にお
いても保育士の処遇を改善し、保育士の確保及び定着対策が必要となった。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

目　　的
　保育士等の処遇（給与）を改善することで、保育人材の確保及び定着対策を一層推進し、保
育環境の改善を図ることを目的とする。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 市内私立保育園及び認定こども園
対象者数(全住民に対する割合)

5 園（ - ％

実施方法

直接実施 業務委託 一部委託 指定管理

実施主体
市内私立保育園及び認
定こども園

貸付 貸付先

委託先・指定管理者

直接補助 ○ 間接補助 補助先
市内私立保育園及び認
定こども園

関連事業 保育士処遇改善事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

　保育士等の処遇（給与）の改善を図るため、市内私立保育園及び認定こども園に対して補助を行う。

●保育士処遇改善事業補助金　17,240,000円
　【対象者】
　　1日6時間以上かつ月20日以上勤務又は月120時間以上勤務する保育士及び保育教諭
　【補助額】
　　月額20,000円（上限）
　【県補助率】
　　1/2
　【内訳】
   ＜対象施設＞　＜実対象人数＞　＜延べ対象人数＞　＜補助金額＞
　　富津保育園　　　　24人　　　　　　280人　　　　　5,600,000円
　　大貫保育園　　　　11人　　　　　　116人　　　　　2,320,000円
　　和光保育園　　　　21人　　　　　　241人　　　　　4,820,000円
　　青堀保育園　　　　10人　　　　　　117人　　　　　2,340,000円
　　みなと幼稚園　　　10人　　　　　　108人　　　　　2,160,000円

　　　計　　　　　　　76人　　　　　　862人　　　　 17,240,000円

単年度用
R4決算用
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5

事業番号 18 70 10 2 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

子ども・子育て支援費

事 業 名 私立保育園運営事業（保育士処遇改善事業補助金） 担当課 保育課

科　　目 款 3 民生費 項 2 児童福祉費 目

単年度用
R4決算用

[ 単位：千円 ] 令和５年度（予算） 令和４年度（決算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算）

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 23,520 17,240 17,580

人
件
費

合　計 0.20 人 1,523 0.10 人 761

17,200

内　訳

負担金補助
及び交付金

23,520
負担金補助
及び交付金

17,240
負担金補助
及び交付金

17,580
負担金補助
及び交付金

17,200

0.15 人 1,156 0.08 人 596

596

臨時職員等 人 0 人 0 人

761 0.15 人 1,156 0.08 人正職員 0.20 人 1,523 0.10 人

0 人 0

総事業費 25,043 18,001 18,736 17,796

財
　
源

合　計 23,520 17,240 17,580 17,200

国県支出金
11,760 8,620 8,860

その他特財
その他特財の内容

8,600

国県支出金の内容 （R4県)保育士処遇改善事業補助金【補助率1/2】

地方債

令和３年度 令和２年度

実施施設数 園 5 5 5

一般財源 11,760 8,620 8,720 8,600

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和４年度

実補助対象保育士等数 人 76 84 85

令和２年度

私立保育園定員充足率（年平均） ％ 92.3 98.1 97.2

223 209

令和４年度 令和３年度

単位当たりコスト 総事業費 ／ 実補助対象保育士等数 千円 237

事
業
実
績

事業の自己評価
　保育士等の処遇改善策としては有効な手段であり、保育人材の確保及び定着につながるもの
であるが、慢性的な保育士不足を解消するためには、給与面以外での労働環境の改善や人材確
保策も検討していく必要がある。

比較参考値

その他
特記すべき事項

　平成29年10月から補助事業開始。

私立認定こども園定員充足率（年平均） ％ 54.2 57.7 60.0

事
業
成
果

成果目標
　入所児童及び保育士の処遇を改善することで、より良い環境の保育を実施することが可能と
なり、魅力的な保育園となることから、保育園への入所率を成果目標とする。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位
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）

関連事業 保育士処遇改善事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

　
　保育士等の処遇（給与）の改善を図るため、市内私立保育園及び認定こども園に対して補助を行う。
●保育士処遇改善臨時特例交付金　7,343,880円
　【算定】補助基準額×年齢別平均利用児童数×事業実施月数

貸付先

委託先・指定管理者

直接補助 ○ 間接補助 補助先
市内私立保育園及び認
定こども園

目　　的
　新型コロナウイルス感染症への対応と少子高齢化への対応が重なる状況下において働く保育
士等の処遇改善のため、令和4年2月から収入を3%程度（月額9,000円）引き上げるための措置と
して交付する。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 市内私立保育園及び認定こども園
対象者数(全住民に対する割合)

5 園（ － ％

実施方法

直接実施 業務委託 一部委託 指定管理

実施主体
市内私立保育園及び認
定こども園

貸付

事業開始年度 令和3年度

根拠法令等
令和4年度（令和3年度からの繰越分）保育士等処遇改善臨時特例交付金交付要綱、富津市補助
金等交付規則

実施の背景
　民間部門における春闘に向けた賃上げの議論に先んじて、保育士等を対象に賃上げ効果が継
続される取組を行うことを前提として、収入を引き上げるための措置を前倒しで実施する。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 渡辺　志乃

子ども・子育て支援費

事 業 名 私立保育園運営事業（保育士処遇改善臨時特例交付金） 担当課 保育課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 保育係

科　　目 款 3 民生費 項 2 児童福祉費 目 5

事業番号 18 70 10 3 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

単年度用
R4決算用

賃金改善部分
国家公務員
給与改定
対応部分

4歳以上 1,010 200 55 6 399,300

3歳 1,440 320 28 6 295,680

1～2歳 2,830 650 39 6 814,320

乳児 5,110 1,340 13 6 503,100

2,012,400

4歳以上 1,910 410 9 6 125,280

3歳 2,340 520 9 6 154,440

1～2歳 3,730 980 22 6 621,720

乳児 6,010 1,670 7 6 322,560

-137,280

1,086,720

4歳以上 1,420 410 52 6 570,960

3歳 1,850 520 21 6 298,620

1～2歳 3,250 760 27 6 649,620

乳児 5,530 1,450 3 6 125,640

1,644,840

4歳以上 1,420 410 41 6 450,180

3歳 1,850 520 18 6 255,960

1～2歳 3,250 760 31 6 745,860

乳児 5,530 1,450 3 6 125,640

1,577,640

4歳以上 2,080 550 25 6 394,500

3歳 2,500 670 9 6 171,180

1～2歳 3,900 1,000 8 6 235,200

乳児 6,180 1,720 1 6 47,400

4歳以上 1,090 260 10 6 81,000

3歳 1,460 380 7 6 77,280

満3歳 2,070 550 1 6 15,720

1,022,280

7,343,880合　計

基準額

職員退職による対象経費減少分

青堀保育園

計

みなと幼稚園

保
育
分

教
育
分

計

富津保育園

計

大貫保育園

計

和光保育園

計

施設名 区分
平均利用
児童数

事業実施
月数

交付金額
（円）
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子ども・子育て支援費

事 業 名 私立保育園運営事業（保育士処遇改善臨時特例交付金） 担当課 保育課

科　　目 款 3 民生費 項 2 児童福祉費 目 5

事業番号 18 70 10 3 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

単年度用
R4決算用

事業の自己評価

比較参考値

その他
特記すべき事項

　本交付金措置は、令和4年2月から同年9月まで。以降は、公定価格の見直しにより同様の措置
を講じる。

事
業
成
果

成果目標

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位

単位当たりコスト 総事業費 ／ 実施施設数 千円 1,621

事
業
実
績

令和２年度

445

令和４年度 令和３年度

令和３年度 令和２年度

実施施設数 園 5 5

一般財源 0 0 0 0

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和４年度

財
　
源

合　計 0 7,344 1,992 0

国県支出金
7,344 1,992

その他特財
その他特財の内容

国県支出金の内容 保育士等処遇改善臨時特例交付金【補助率10/10】

地方債

0.10 人

0 人 0

総事業費 0 8,105 2,223 0

0

臨時職員等 人 0 人 0 人

761 0.03 人 231 人正職員 人 0

0.03 人 231 0.00 人 0

0

内　訳

負担金補助
及び交付金

7,344
負担金補助
及び交付金

1,992

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 0 7,344 1,992

人
件
費

合　計 0.00 人 0 0.10 人 761

[ 単位：千円 ] 令和５年度（予算） 令和４年度（決算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算）
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関連事業 市立保育所運営事業、私立保育園運営事業、保育士処遇改善事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

1 認定こども園施設型給付費　　　61,043,075円
　　みなと幼稚園
　
2 管外認定こども園施設型給付費　9,416,156円
　・清和大学附属金田幼稚園　　    535,676円
  ・美和幼稚園　　　　　　　　  8,880,480円
　
3 第３子給食費補助金　　　　　　　288,925円
　　みなと幼稚園　　231,015円
　　美和幼稚園　　　 57,910円

4 私立認定こども園給食費補助金　　 53,410円
　（新型コロナ対策による副食費補助金）
　　みなと幼稚園　　 53,410円

■市内認定こども園の保育実施状況

貸付先

委託先・指定管理者 私立認定こども園

直接補助 ○ 間接補助 補助先 私立認定こども園

目　　的 　就学前の子どもに教育・保育を一体的に提供し、地域における子育て支援を実施する。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 私立認定こども園
対象者数(全住民に対する割合)

1 園（ ％

実施方法

直接実施 業務委託 ○ 一部委託 指定管理

実施主体 私立認定こども園

貸付

事業開始年度 平成21年度

根拠法令等
就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律、子ども・子育て支援法、富津
市保育の利用に関する規則

実施の背景
　近年の社会構造就業構造の著しい変化等を踏まえ、地域において児童を総合的に育み、児童
の視点に立って新しい児童育成のための体制を整備する観点から、地域のニーズに応じ、就学
前の教育・保育を一体として捉えた一貫した総合施設を設置する必要があった。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

渡辺　志乃

子ども・子育て支援費

事 業 名 私立認定こども園運営事業 担当課 保育課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 保育係

事業番号 18 70 15 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

科　　目 款 3 民生費 項 2 児童福祉費 目 5

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者

単年度用
R4決算用

市内児童 受託児童 計

みなと幼稚園 112 642 87 729 54.2%

小　計 112 642 87 729 54.2%

管外委託 233 233 9,416,156

合　計 112 875 87 962 70,459,231

61,043,075

施設名 定員
児童数（延べ人数） 定　員

充足率
（年平均）

委託料
（円）
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子ども・子育て支援費

事 業 名 私立認定こども園運営事業 担当課 保育課

事業番号 18 70 15 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

科　　目 款 3 民生費 項 2 児童福祉費 目 5

単年度用
R4決算用

事業の自己評価
　本市においては、令和４年度時点では、認定こども園は天羽地区に１施設だが、定員は充足している状
況である。管外からの受託については、保護者の就労等の都合でやむを得ない反面、年度途中に入所を希
望する市内児童へ影響がないよう注意する必要がある。

比較参考値

その他
特記すべき事項

事
業
成
果

成果目標
　保護者の申込により支給認定を受けた児童全ての保育を目的としているため、待機児童数を
成果目標とする。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位

単位当たりコスト 総事業費 ／ 延べ児童数【市内全児童】 千円 85

事
業
実
績 87 67 15

令和２年度

待機児童数 人 0 0 0

97 88

令和４年度 令和３年度

令和３年度 令和２年度

年間延べ児童数【市内児童】 人 875 773 846

一般財源 40,638 13,341 25,588 16,006

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和４年度

年間延べ児童数【市内児童：管外委託】 人 233 64 55

年間延べ児童数【市外受託児童】 人

財
　
源

合　計 128,733 70,801 69,984 70,218

国県支出金
88,095 57,460 44,396

その他特財
その他特財の内容

54,212

国県支出金の内容 子どものための教育・保育給付交付金

地方債

0.50 人

0 人 0

総事業費 134,062 74,608 74,609 74,687

4,469

臨時職員等 人 0 人 0 人

3,807 0.60 人 4,625 0.60 人正職員 0.70 人 5,329

0.60 人 4,625 0.60 人 4,469

70,218

内　訳

扶助費 128,193 扶助費 70,459 扶助費 69,627 扶助費 70,029
負担金補助
及び交付金

357
負担金補助
及び交付金

189

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 128,733 70,801 69,984

負担金補助
及び交付金

540
負担金補助
及び交付金

342

人
件
費

合　計 0.70 人 5,329 0.50 人 3,807

[ 単位：千円 ] 令和５年度（予算） 令和４年度（決算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算）
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）

5

事業番号 18 70 20 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 渡辺　志乃

子ども・子育て支援費

事 業 名 地域型保育給付事業 担当課 保育課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 保育係

科　　目 款 3 民生費 項 2 児童福祉費 目

事業開始年度

根拠法令等 児童福祉法、子ども・子育て支援法、富津市保育の利用に関する規則

実施の背景
　特に都心部で問題となっている待機児童対策や、地方の児童人口減少地域での保育基盤維持
できるように取り計らうなど、その地域が抱えるさまざまな保育ニーズに、きめ細かく対応す
る必要があった。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

目　　的
　地域における多様な保育ニーズに対応するとともに待機児童解消のため。（保育所（原則20
人以上）より少人数の単位で0歳から2歳の乳幼児を保育する事業）

事
　
業
　
概
　
要

対　象 地域型保育利用児童（令和5年3月）
対象者数(全住民に対する割合)

1 人（ 0.0 ％

実施方法

直接実施 業務委託 ○ 一部委託 指定管理

実施主体 地域型保育事業者

貸付 貸付先

委託先・指定管理者 地域型保育事業者

直接補助 ○ 間接補助 補助先 地域型保育事業者

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●地域型保育給付費　　　3,893,050円

　・キッズガーデンひまわり　延べ児童数　9人     937,290円
  （社会医療法人社団さつき会　事業所内保育事業）

　・スキップ小規模保育園　　延べ児童数　12人　2,894,200円

  ・新型コロナ対応に伴う令和3年度及び4年度保育料減免　　61,560円
　（キッズガーデンひまわり）

単年度用
R4決算用
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5

事業番号 18 70 20 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

子ども・子育て支援費

事 業 名 地域型保育給付事業 担当課 保育課

科　　目 款 3 民生費 項 2 児童福祉費 目

単年度用
R4決算用

[ 単位：千円 ] 令和５年度（予算） 令和４年度（決算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算）

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 3,873 3,893 1,070

人
件
費

合　計 0.05 人 381 0.05 人 381

426

内　訳

扶助費 3,873 扶助費 3,893 扶助費 1,070 扶助費 426

0.05 人 385 0.05 人 372

372

臨時職員等 人 0 人 0 人

381 0.05 人 385 0.05 人正職員 0.05 人 381 0.05 人

0 人 0

総事業費 4,254 4,274 1,455 798

財
　
源

合　計 3,873 3,893 1,070 426

国県支出金
2,355 2,813 829

その他特財
その他特財の内容

320

国県支出金の内容 子どものための教育・保育給付交付金

地方債

令和３年度 令和２年度

年間延べ利用児童数 人 21 6 2

一般財源 1,518 1,080 241 106

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和４年度

令和２年度

待機児童数 人 0 0 0

243 399

令和４年度 令和３年度

単位当たりコスト 総事業費 ／ 年間延べ利用児童数 千円 204

事
業
実
績

事業の自己評価
　特に需要のある1～2歳児の保育に対し、無償化とすることで、保護者負担軽減するとともに
待機児童発生の抑制を図ることができた。

比較参考値

その他
特記すべき事項

事
業
成
果

成果目標
　保護者の申込により支給認定を受けた児童全ての保育を目的としているため、待機児童数を
成果目標とする。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位



- - -

）

5

事業番号 18 70 25 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 渡辺　志乃

子ども・子育て支援費

事 業 名 施設型給付事業 担当課 保育課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 保育係

科　　目 款 3 民生費 項 2 児童福祉費 目

事業開始年度 平成18年度

根拠法令等 児童福祉法、子ども・子育て支援法、富津市保育の利用に関する規則

実施の背景
　幼児期の学校教育や保育、地域の子育て支援の量の拡充や質の向上を進めていく必要があっ
た。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

目　　的 　認定こども園、幼稚園、保育所を対象とした財政支援の仕組みを共通化するため。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 管外公立認定こども園利用児童（令和5年3月）
対象者数(全住民に対する割合)

2 人（ 0.0 ％

実施方法

直接実施 業務委託 ○ 一部委託 指定管理

実施主体

貸付 貸付先

委託先・指定管理者 他自治体

直接補助 間接補助 補助先

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●管外公立認定こども園施設型給付費　　　1,338,980円

　・市外の公立認定こども園に通う児童に係る費用を委託先自治体へ給付。
　　　田原認定こども園（鴨川市）　延べ児童数　12人　822,500円
　　　人見こども園（君津市）　　　延べ児童数  16人　516,480円

単年度用
R4決算用
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5

事業番号 18 70 25 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

子ども・子育て支援費

事 業 名 施設型給付事業 担当課 保育課

科　　目 款 3 民生費 項 2 児童福祉費 目

単年度用
R4決算用

[ 単位：千円 ] 令和５年度（予算） 令和４年度（決算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算）

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 2,562 1,339 2,555

人
件
費

合　計 0.05 人 381 0.05 人 381

4,132

内　訳

扶助費 2,562 扶助費 1,339 扶助費 2,555 扶助費 1,681
償還金利子
及び割引料

2,451

0.05 人 385 0.05 人 372

372

臨時職員等 人 0 人 0 人

381 0.05 人 385 0.05 人正職員 0.05 人 381 0.05 人

0 人 0

総事業費 2,943 1,720 2,940 4,504

財
　
源

合　計 2,562 1,339 2,555 4,132

国県支出金

その他特財
その他特財の内容

国県支出金の内容

地方債

令和３年度 令和２年度

年間延べ利用児童数 人 28 36 43

一般財源 2,562 1,339 2,555 4,132

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和４年度

令和２年度

待機児童数 人 0 0 0

82 105

令和４年度 令和３年度

単位当たりコスト 総事業費 ／ 年間延べ利用児童数 千円 61

事
業
実
績

事業の自己評価
　保護者の就労等の都合により、管外の認定こども園への入園希望に添えるよう他自治体との
協議をスムーズに実施し、委託することができた。

比較参考値

その他
特記すべき事項

事
業
成
果

成果目標
　保護者の申込により支給認定を受けた児童全ての保育を目的としているため、待機児童数を
成果目標とする。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位



- - -

）

5

事業番号 18 70 30 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 渡辺　志乃

子ども・子育て支援費

事 業 名 認可外施設等利用給付事業　 担当課 保育課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 保育係

科　　目 款 3 民生費 項 2 児童福祉費 目

事業開始年度

根拠法令等 児童福祉法、子ども・子育て支援法

実施の背景
　特に都心部で問題となっている待機児童対策や、地方の児童人口減少地域での保育基盤維持
できるように取り計らうなど、その地域が抱えるさまざまな保育ニーズに、きめ細かく対応す
る必要があった。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

目　　的
　地域における多様な保育ニーズに対応するとともに待機児童解消のため。（保育所（原則20
人以上）より少人数の単位で0歳から2歳の乳幼児を保育する事業）

事
　
業
　
概
　
要

対　象 認可外施設等利用児童（令和5年3月）
対象者数(全住民に対する割合)

3 人（ 0.0 ％

実施方法

直接実施 業務委託 ○ 一部委託 指定管理

実施主体 認可外施設等設置者

貸付 貸付先

委託先・指定管理者 認可外施設等

直接補助 ○ 間接補助 補助先
認可外施設等利用保護
者

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●認可外施設等利用給付費　　　405,950円
　
　・認定こども園における教育標準認定部分以降の預かり保育に対する給付
　　1号認定預かり保育給付　（美和幼稚園　延べ児童数　24人）　　　　　　　 53,800円
　
　・保育認定を受けた上での一時預かり保育に対する給付
　　一時預かり事業利用給付　(富津保育園　延べ児童数　 2人)　　　　　　　　74,950円
　
　・認可外保育施設における保育に対する給付
　　認可外保育施設利用給付　(君津中央病院院内保育所　延べ児童数　12人)　 277,200円

単年度用
R4決算用
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5

事業番号 18 70 30 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

子ども・子育て支援費

事 業 名 認可外施設等利用給付事業　 担当課 保育課

科　　目 款 3 民生費 項 2 児童福祉費 目

単年度用
R4決算用

[ 単位：千円 ] 令和５年度（予算） 令和４年度（決算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算）

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 1,829 406 194

人
件
費

合　計 0.05 人 381 0.05 人 381

67

内　訳

扶助費 1,829 扶助費 406 扶助費 194 扶助費 67

0.05 人 385 0.05 人 372

372

臨時職員等 人 0 人 0 人

381 0.05 人 385 0.05 人正職員 0.05 人 381 0.05 人

0 人 0

総事業費 2,210 787 579 439

財
　
源

合　計 1,829 406 194 67

国県支出金
1,371 403 144

その他特財
6

その他特財の内容 雑入

49

国県支出金の内容 子育てのための施設等利用給付交付金

地方債

令和３年度 令和２年度

年間延べ利用児童数 人 38 14 9

一般財源 458 3 50 12

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和４年度

令和２年度

待機児童数 人 0 0 0

41 49

令和４年度 令和３年度

単位当たりコスト 総事業費 ／ 年間延べ利用児童数 千円 21

事
業
実
績

事業の自己評価
　多様な保育需要に対し、無償化とすることで、保護者負担軽減するとともに待機児童発生の
抑制を図ることができた。

比較参考値

その他
特記すべき事項

事
業
成
果

成果目標
　保護者の申込により支給認定を受けた児童全ての保育を目的としているため、待機児童数を
成果目標とする。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位
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）

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

　認定こども園へ移行する市内私立幼稚園に対し、保育所機能部分（保育を必要とする乳幼児に保育を実施す
る部分）の整備に係る補助を行った。

●私立保育園等施設整備事業補助金　1,878,000円
　1　施設名　　　　　　明澄幼稚園
　2　施設種別　　　　　幼稚園型認定こども園
  3　設置主体　　　　　学校法人富津学園
　4　総事業費　　　　　3,707,000円
　5　補助対象事業費　　2,505,251円
　6　補助金交付額　　　2,505,251円×3/4≒1,878,000円【補助率：国1/2・市1/4】
　7　工事概要　　　　　1・2歳児室改修工事
　　　　　　　　　　　　 トイレ内装工事
　　　　　　　　　　　 　トイレ水道工事
　　　　　　　　　　　 　設備機器、パーテーション
　　　　　　　　　　　 　美装工事

貸付先

委託先・指定管理者

直接補助 ○ 間接補助 補助先 市内私立幼稚園

目　　的
　私立保育園、私立幼稚園等の設置者に対し、保育園、保育所機能部分等の新設、修理、改造
又は整備に要する経費について補助金を交付することにより、保育を必要とする乳幼児に対す
る必要な保育の確保を図る。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 市内私立保育園及び私立幼稚園
対象者数(全住民に対する割合)

6 園（ － ％

実施方法

直接実施 業務委託 一部委託 指定管理

実施主体 市内私立幼稚園

貸付

事業開始年度 令和4年度

根拠法令等 保育所等整備交付金交付要綱、富津市補助金等交付規則

実施の背景
　国基準の待機児童はいないものの、就労状況の変化に伴う入所児童の低年齢化が進み、乳幼
児の入所率が高まり、結果として希望した時期に希望の保育所に入所できない児童が発生して
いるため、保育を必要とする乳幼児に対する必要な保育の確保を図ることが必要となった。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 田内　友臣

子ども・子育て支援費

事 業 名 私立保育園等施設整備事業 担当課 保育課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 施設管理係

科　　目 款 3 民生費 項 2 児童福祉費 目 5

事業番号 18 75 5 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

単年度用
R4決算用
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子ども・子育て支援費

事 業 名 私立保育園等施設整備事業 担当課 保育課

科　　目 款 3 民生費 項 2 児童福祉費 目 5

事業番号 18 75 5 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

単年度用
R4決算用

事業の自己評価
　当該市内私立幼稚園の認定こども園への移行により、保育を必要とする乳幼児に対する必要
な保育の確保が図られた。

比較参考値

その他
特記すべき事項

事
業
成
果

成果目標
　私立幼稚園の認定こども園への移行により、保育を必要とする乳幼児に対する必要な保育の
確保を図る。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位

単位当たりコスト 総事業費 ／ 認定こども園への移行数 千円 5,304

事
業
実
績

令和２年度

市内私立幼稚園の認定こども園への移行数 園 1

令和４年度 令和３年度

令和３年度 令和２年度

市内私立幼稚園の認定こども園への移行数 園 1

一般財源 0 626 0 0

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和４年度

財
　
源

合　計 0 1,878 0 0

国県支出金
1,252

その他特財
その他特財の内容

国県支出金の内容 (国)保育所等整備交付金【補助率1/2】

地方債

0.45 人

0 人 0

総事業費 0 5,304 0 0

0

臨時職員等 人 0 人 0 人

3,426 人 0 人正職員 人 0

0.00 人 0 0.00 人 0

0

内　訳

負担金補助
及び交付金

1,878

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 0 1,878 0

人
件
費

合　計 0.00 人 0 0.45 人 3,426

[ 単位：千円 ] 令和５年度（予算） 令和４年度（決算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算）
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）

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

　原油価格及び物価高騰の影響により、給食材料費が高騰する中、私立保育園等において保護者の負担を増や
すことなく栄養バランス等を確保した給食を提供できるよう支援するため、給付金の支給を行った。

●給食材料費高騰対応給付金　4,425,300円
　【対象者】
　　市内私立保育園、認定こども園及び幼稚園
　【支給額】
　　各月ごとに当該月の初日における施設入所児童数に450円を乗じて算出した額の合計額
　【支給対象月数】
　　令和4年4月から令和5年3月までの12月
　【給付内訳】
　　＜対象施設＞　＜延べ対象児童数＞　 ＜補助金額＞
　　富津保育園　　　　　 1,581人　　　　  711,450円
　　大貫保育園　　　　　   565人　　　　　254,250円
　　和光保育園　　　　　 1,108人　　　　  498,600円
　　青堀保育園　　　　　   954人　　　　　429,300円
　　みなと幼稚園　　　　   729人　　　　　328,050円
    明澄幼稚園　　　　　 2,389人　　　　1,075,050円
    大佐和幼稚園　　　　 2,508人　　　  1,128,600円
 
　　　　計　　　　　　　 9,834人　　　　4,425,300円

貸付先

委託先・指定管理者

直接補助 ○ 間接補助 補助先
市内私立保育園、認定
こども園及び幼稚園

目　　的
　原油価格及び物価高騰の影響により、給食材料費が高騰する中、私立保育園等において保護
者の負担を増やすことなく栄養バランス等を確保した給食を提供できるよう支援するため、私
立保育園等に対し給付金を支給する。

事
　
業
　
概
　
要

対　象
市内私立保育園、認定こども園及び幼稚園
（令和4年4月1日現在の在園児童数832人）

対象者数(全住民に対する割合)

832 人（ 2.1 ％

実施方法

直接実施 業務委託 一部委託 指定管理

実施主体
市内私立保育園、認定
こども園及び幼稚園

貸付

事業開始年度

根拠法令等 富津市原油価格・物価高騰対応私立保育園等給食材料費給付金支給事業実施要綱

実施の背景

　地方公共団体が、コロナ禍において原油価格や電気・ガス料金を含む物価の高騰の影響を受
けた生活者や事業者の負担の軽減を、地域の実情に応じ、きめ細やかに実施できるよう、新型
コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を拡充し、「コロナ禍における原油価格・物価
高騰対応分」が創設された。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 渡辺　志乃

子ども・子育て支援費

事 業 名 原油価格・物価高騰対応私立保育園等給食費支援事業 担当課 保育課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 保育係

科　　目 款 3 民生費 項 2 児童福祉費 目 5

事業番号 18 77 5 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

単年度用
R4決算用
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子ども・子育て支援費

事 業 名 原油価格・物価高騰対応私立保育園等給食費支援事業 担当課 保育課

科　　目 款 3 民生費 項 2 児童福祉費 目 5

事業番号 18 77 5 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

単年度用
R4決算用

事業の自己評価
　私立保育園等において、保護者の負担を増やすことなく栄養バランス等を確保した給食の提
供が図られた。

比較参考値

その他
特記すべき事項

事
業
成
果

成果目標
　原油価格及び物価高騰の影響により給食材料費が高騰する中でも、私立保育園等において保
護者の負担を増やすことなく栄養バランス等を確保した給食が提供できるようにする。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位

単位当たりコスト 総事業費 ／ 給付施設数 千円 904

事
業
実
績

令和２年度令和４年度 令和３年度

令和３年度 令和２年度

給付施設数 園 7

一般財源 0 1,330 0 0

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和４年度

給付対象延べ児童数 人 9,834

財
　
源

合　計 0 4,425 0 0

国県支出金
3,095

その他特財
その他特財の内容

国県支出金の内容 (R4国)新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

地方債

0.25 人

0 人 0

総事業費 0 6,328 0 0

0

臨時職員等 人 0 人 0 人

1,903 人 0 人正職員 人 0

0.00 人 0 0.00 人 0

0

内　訳

負担金補助
及び交付金

4,425

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 0 4,425 0

人
件
費

合　計 0.00 人 0 0.25 人 1,903

[ 単位：千円 ] 令和５年度（予算） 令和４年度（決算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算）
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）

2

事業番号 54 25 21 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 渡辺　志乃

事務局費

事 業 名 幼児教育無償化事業 担当課 保育課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 保育係

科　　目 款 10 教育費 項 1 教育総務費 目

事業開始年度 令和元年度

根拠法令等 子ども・子育て支援法、富津市実費徴収に係る補足給付事業実施要綱

実施の背景
　急速な少子化の進行並びに幼児期の教育及び保育の重要性に鑑み、総合的な少子化対策を推
進する一環として、市の確認を受けた幼児期の教育及び保育等を行う施設等の利用に関する給
付制度が令和元年10月から創設された。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

目　　的
　子育てを行う家庭の経済的負担の軽減を目的とする。第３子以降給食費については、多子計
算のカウントを「小学３年生の子まで」とする国基準に加え、年齢制限を撤廃し、市単独補助
を実施する。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 私立幼稚園設置者及び私立幼稚園児保護者
対象者数(全住民に対する割合)

230 人（ 0.6 ％

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託 指定管理

実施主体

貸付 貸付先

委託先・指定管理者

直接補助 ○ 間接補助 補助先 私立幼稚園設置者

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

1　給食費補助金（国基準）　　　　対象人数　176人　延べ人数　514人　1,414,013円
2　第3子給食費補助金（市基準） 　対象人数　 60人  延べ人数　175人  　472,820円
3　幼稚園施設利用給付費　　　　　 　65,252,458円

4　幼稚園預かり保育事業利用給付費　　1,649,000円

単年度用
R4決算用

交付団体名 対象人数 延べ人数 交付金額（円）

明澄幼稚園 64 765 18,426,300

大佐和幼稚園 163 1,824 46,265,158

暁星君津幼稚園 2 21 420,000

蔵波台さつき幼稚園 1 6 141,000

計 230 2,616 65,252,458
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2

事業番号 54 25 21 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

事務局費

事 業 名 幼児教育無償化事業 担当課 保育課

科　　目 款 10 教育費 項 1 教育総務費 目

単年度用
R4決算用

[ 単位：千円 ] 令和５年度（予算） 令和４年度（決算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算）

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 58,392 68,788 84,689

負担金補助
及び交付金

4,428
負担金補助
及び交付金

1,887

人
件
費

合　計 0.20 人 1,523 0.20 人 1,523

108,404

内　訳

扶助費 53,964 扶助費 66,901 扶助費 82,423 扶助費 83,646
償還金利子
及び割引料

2,266
償還金利子
及び割引料

23,181

負担金補助
及び交付金

1,577

0.25 人 1,927 0.60 人 4,469

4,469

臨時職員等 人 0 人 0 人

1,523 0.25 人 1,927 0.60 人正職員 0.20 人 1,523 0.20 人

0 人 0

総事業費 59,915 70,311 86,616 112,873

財
　
源

合　計 58,392 68,788 84,689 108,404

国県支出金
42,453 65,113 62,214

その他特財
その他特財の内容

64,335

国県支出金の内容
子育てのための施設等利用給付交付金【補助率　国1/2　県1/4】
子ども・子育て支援交付金【補助率　国・県1/3】

地方債

令和３年度 令和２年度

私立幼稚園施設利用給付 千円 65,252 80,025 82,354

一般財源 15,939 3,675 22,475 44,069

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和４年度

私立幼稚園施設利用給付園児数 人 230 294 300

令和２年度

補助園児数 人 230 294 300

295 299

令和４年度 令和３年度

単位当たりコスト 総事業費 ／ 補助園児数 千円 306

事
業
実
績

事業の自己評価
　給付は国の制度に基づき実施し、副食費補助については、国の制度で対象外となっている第3
子以降に対し、市単独補助を実施し、保護者の経済的負担を減らすことができた。

比較参考値

その他
特記すべき事項

補助園数 園 4 5 7

事
業
成
果

成果目標 　子育てを行う家庭の経済的な負担の軽減を図る。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位
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）

事業番号 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

基本的な
施策の方向

① 安心して出産、子育てできる環境を整える 施策番号 1 作成責任者 渡辺　志乃

事 業 名 保育料等第三子以降完全無料化 担当課 保育課

総合戦略施策名
基本目標 ＿１子どもの笑顔があふれるまちへ 担当係 保育係

科　　目 款 項 目

事業開始年度 令和元年度

根拠法令等
富津市保育料徴収規則、富津市立保育所給食費徴収規則、富津市第３子以降給食費補助金交付
要綱

実施の背景
　子育て施策を充実するための新たな取り組みとして、転出抑制、転入促進を図る施策の実施
が必要となったため。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

目　　的
　保育料の第三子以降完全無料化により、これまで以上に子育て世帯の経済的負担軽減を図
り、安心して出産、子育てができる環境づくりに取り組む。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 市民
対象者数(全住民に対する割合)

40,402 人（ 100.0 ％

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託 指定管理

実施主体
私立保育園及び認定こ
ども園

貸付 貸付先

委託先・指定管理者

直接補助 ○ 間接補助 補助先
私立保育園及び認定こ
ども園

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

■保育料第三子以降完全無料化の内容
　要件：入所児童が第三子以降（保護者の所得や兄姉の年齢を問わない）

【保育料第三子以降完全無料化による保護者負担軽減額】

【給食費（副食費）第三子以降完全無料化による保護者負担軽減額】
　各運営事業において、第３子給食費補助金として支出。

単年度用
R4決算用

対象児童数
(人)

延人数
(人)

保護者負担軽減額(円)

30 321 11,269,700

公立 13 131 4,632,350

私立 17 190 6,637,350

1 12 249,750

管内 私立 1 12 249,750

管外 公立 0 0 0

31 333 11,519,450

区　　　分　

保育所（園）分
管内

認定こども園分

合計

対象児童数
(人)

延人数
(人)

保護者負担軽減額(円)

66 784 3,528,000

公立 19 211 949,500

私立 47 573 2,578,500

7 77 288,925

73 861 3,816,925合計

区　　　分　

保育所（園）分
管内

 認定こども園分



- - -事業番号 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

事 業 名 保育料等第三子以降完全無料化 担当課 保育課

科　　目 款 項 目

単年度用
R4決算用

[ 単位：千円 ] 令和５年度（予算） 令和４年度（決算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算）

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 0 0 0

人
件
費

合　計 0.00 人 0 0.00 人 0

0

内　訳

0.00 人 0 0.00 人 0

0

臨時職員等 人 0 人 0 人

0 人 0 人正職員 人 0 人

0 人 0

総事業費 0 0 0 0

財
　
源

合　計 0 0 0 0

国県支出金

その他特財
その他特財の内容

国県支出金の内容

地方債

令和３年度 令和２年度

　保育料第三子以降完全無料化実施により無料となっ
た児童数

人 31 40 60

一般財源 0 0 0 0

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和４年度

　給食費第三子以降完全無料化で無料又は補助した児
童数

人 73 84 62

令和２年度

合計特殊出生率 ％ - 1.08 0.9

令和４年度 令和３年度

単位当たりコスト 総事業費 ／

事
業
実
績

事業の自己評価
　少子化により入所児童数が減少していることから、他の子育て世帯への支援策も充実させ、
本事業と効果的に組み合わせることで、安心して出産、子育てができるまちづくりに取り組ん
でいく必要がある。

比較参考値

その他
特記すべき事項

　令和元年10月から実施した、幼児教育・保育の無償化により、保育料に含まれていた３歳以
上児の給食費（副食費）が有償となり、自園徴収となったことにより、私立保育園等の給食費
の補助を実施した。

事
業
成
果

成果目標
　第三子以降の子どもにかかる経済的負担軽減を図り、安心して出産、子育てができる環境を
整えるため、成果目標は合計特殊出生率とする。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位


